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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　赤色、緑色、及び青色に対応する複数の画素領域のいずれもが、反射金属層と、半透明
部材と、少なくとも発光層を有する有機電界発光素子と、光路長調整層とを有し、前記有
機電界発光素子からの発光を共振させる共振構造を備えた有機電界発光装置であって、
　前記光路長調整層が、光透過性樹脂からなる第１の光路長調整層と、Ａｌ２Ｏ３、Ｓｉ
ＯＮ及びＺｒＯ２から選択される少なくとも１種である無機材料からなる第２の光路長調
整層とを有し、
　前記第１の光路長調整層の厚みが、赤色の画素領域では３０ｎｍ～３５０ｎｍ、緑色の
画素領域では５ｎｍ～２５０ｎｍ、及び青色の画素領域では５０ｎｍ～２００ｎｍであり
、
　前記第２の光路長調整層の厚みが、５ｎｍ～１５ｎｍであり、
　前記第２の光路長調整層が、前記第１の光路長調整層と前記有機電界発光素子との間に
あることを特徴とする有機電界発光装置。
【請求項２】
　第１の光路長調整層が、ポリエステル、アクリル樹脂、メタクリル樹脂、メタクリル酸
－マレイン酸共重合体、ポリスチレン、透明フッ素樹脂、ポリイミド、フッ素化ポリイミ
ド、ポリアミド、ポリアミドイミド、ポリエーテルイミド、セルロースアシレート、ポリ
ウレタン、ポリエーテルエーテルケトン、ポリカーボネート、脂環式ポリオレフィン、ポ
リアリレート、ポリエーテルスルホン、ポリスルホン、フルオレン環変性ポリカーボネー
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ト、脂環変性ポリカーボネート、フルオレン環変性ポリエステル、アクリロイル化合物、
及びポリシロキサンのいずれかから選択される光透過性樹脂からなる請求項１に記載の有
機電界発光装置。
【請求項３】
　請求項１から２のいずれかに記載の有機電界発光装置を有することを特徴とする有機電
界発光ディスプレイ。
【請求項４】
　フレキシブルディスプレイとして用いられる請求項３に記載の有機電界発光ディスプレ
イ。
【請求項５】
　赤色、緑色、及び青色に対応する複数の画素領域のいずれもが、反射金属層及び半透明
部材を配設可能な基板上に、光透過性樹脂材料を成膜する光透過性樹脂材料成膜工程と、
　前記成膜された光透過性樹脂材料のうち、前記複数の画素領域を含む領域を硬化反応さ
せ、光透過性樹脂層を形成する光透過性樹脂層形成工程と、
　前記硬化反応後の光透過性樹脂層を現像し、第１の光路長調整層を形成する第１の光路
長調整層形成工程と、
　前記第１の光路長調整層と前記複数の画素領域を構成する有機電界発光素子との間にＡ
ｌ２Ｏ３、ＳｉＯＮ及びＺｒＯ２から選択される少なくとも１種である無機材料からなる
第２の光路長調整層を形成する第２の光路長調整層形成工程と、
を含み、
　前記第１の光路長調整層の厚みが、赤色の画素領域では３０ｎｍ～３５０ｎｍ、緑色の
画素領域では５ｎｍ～２５０ｎｍ、及び青色の画素領域では５０ｎｍ～２００ｎｍであり
、
　前記第２の光路長調整層の厚みが、５ｎｍ～１５ｎｍであることを特徴とする有機電界
発光装置の製造方法。
【請求項６】
　光透過性樹脂材料の成膜が、気相成膜方法、スプレー塗布及びインクジェット塗布のい
ずれかで行われる請求項５に記載の有機電界発光装置の製造方法。
【請求項７】
　光透過性樹脂材料が光反応性樹脂組成物である請求項５から６のいずれかに記載の有機
電界発光装置の製造方法。
【請求項８】
　光反応性樹脂組成物における光反応性樹脂が反応性官能基を２つ以上有する請求項７に
記載の有機電界発光装置の製造方法。
【請求項９】
　第２の光路長調整層が、スパッタ法及び蒸着法のいずれかで形成される請求項５から８
のいずれかに記載の有機電界発光装置の製造方法。
【請求項１０】
　第１の光路長調整層が平坦化膜上に形成され、前記平坦化膜が前記第１の光路長調整層
の光透過性樹脂材料と同じ光透過性樹脂材料で形成される請求項５から９のいずれかに記
載の有機電界発光装置の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機材料からなる第１の光路長調整層及び無機材料からなる第２の光路長調
整層を有し、耐久性が向上した有機電界発光装置、及び製造プロセスを簡易化する有機電
界発光装置の製造方法、並びに有機電界発光ディスプレイに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、ブラウン管（ＣＲＴ）に替わって薄型で軽量なフラットパネルディスプレイが広
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い分野で用いられ、その用途を延ばしてきている。これは、インターネットを核としたサ
ービス網に対する情報機器及びインフラの発展により、パーソナル・コンピュータ並びに
ネットワークアクセス対応型携帯電話などの個人情報端末が加速的に普及したためである
。更に、従来ＣＲＴの独壇場であった家庭用テレビへ、フラットパネルディスプレイの市
場が拡大してきている。
【０００３】
　その中で、近年特に注目を浴びているデバイスとして、有機電界発光素子がある。有機
電界発光素子は、電気信号に応じて発光し、かつ発光物質として有機化合物を用いて構成
される素子である。有機電界発光素子は、生来的に広視野角及び高コントラスト並びに高
速応答などの優れた表示特性を有している。また、薄型軽量かつ高画質な小型から大型ま
での表示装置を実現する可能性があることから、ＣＲＴやＬＣＤに代わる素子として注目
されている。
【０００４】
　有機電界発光素子を用いたフルカラー表示装置としては、種々提案されているが、例え
ば、フルカラー表現のための赤色（Ｒ）、緑色（Ｇ）、及び青色（Ｂ）の３基本色を得る
手段として白色有機電界発光素子と光反射膜との間での多重干渉効果を組み合わせ、特定
の波長の光のみを有機電界発光素子の外部に取り出す方法がある。この構成には上部電極
に半透明の陰極を採用し、高い色再現性を実現するトップエミッション構成、下部電極に
半透過又は透明下部電極の下に誘電体多層膜ミラーを用いたボトムエミッション構成が想
定される。更に、多重干渉構造にカラーフィルターを組み合わせる方法がこの種のフルカ
ラー表示装置において検討されている。
【０００５】
　例えば、光反射材料からなる第１の電極、有機発光層を備えた有機層、光半透明反射層
及び透明材料からなる第２の電極が順次積層され、有機層が共振部となるように構成され
た有機電界発光素子において、取り出したい光のスペクトルのピーク波長をλとした場合
、以下の式を満たすように構成した有機電界発光素子が知られている。
　　（２Ｌ）／λ＋Φ／（２π）＝ｍ
　ただし、Ｌは光学的距離（光路長）、λは取り出したい光の波長を示し、ｍは、整数を
示し、Φは、位相シフトを示し、光学的距離Ｌが正の最小値となるように構成する。
　この種の白色有機電界発光表示素子にカラーフィルターを組み合わせるフルカラー表示
装置においては、ＩＴＯ（Ｉｎｄｉｕｍ　Ｔｉｎ　Ｏｘｉｄｅ）などの無機材料からなる
陽極の厚みを変えることにより、各画素毎の光路長Ｌの長さを調整し、各色の光を取り出
すようにしている（特許文献１及び２参照）。
【０００６】
　しかしながら、光路長調整層として、ＩＴＯ等の無機材料を用いる場合には、有機電界
発光装置の製造プロセスが複雑となり、生産コストが嵩むことに加え、生産性が低下する
という問題がある。
　この干渉長調整用の膜はメタルマスクを用いた有機素材あるいは無機素材の蒸着法によ
って画素ごとに積層している。しかし、大面積ディスプレイの作製に対応するにはメタル
マスクが高価であり対応が困難である。ＲＧＢの画素ごとに膜厚の異なる干渉長調整用膜
を、レジスト素材を用いて、従来より大面積のカラーフィルターの作製等で実績のあるフ
ォトリソグラフィー工程により形成することで、大面積のディスプレイの作製が可能とな
る。
　一方、干渉長調整用の膜を有機素材で形成すると、有機素材由来の物質により有機電界
発光装置の耐久性の低下が生じるという問題がある。この場合、特許文献３には、透明な
ＳｉＯ２からなるパッシベーション層が設けられているが、共振構造を有するものでなく
、干渉長を調整する目的については開示も示唆もされていない。
【０００７】
　以下に従来技術による光路長調整層を有する有機電界発光装置の製造プロセスについて
説明する。
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　まず、基板１上に、赤色、緑色、及び青色に対応する複数の画素に対応して、反射金属
層２を配する（図１３参照）。
　次いで、スパッタ法、蒸着法等により、反射金属層２が配された基板上に対して、ＩＴ
Ｏ膜１０を成膜する（図１４参照）。
　次いで、ＩＴＯ膜１０上に硬化性樹脂からなるレジスト組成物を塗布し、レジスト層２
０を成膜する（図１５参照）。
　こうして基板１上に、反射金属層２とＩＴＯ膜１０とレジスト層２０とが配された状態
で、部分的に遮光可能とするマスク４で覆い、光Ｌを照射して、一つの画素上のレジスト
層２０を選択的に露光し、樹脂を硬化させる（図１６参照）。
　これを現像して、レジスト層２０から露光した部分以外の箇所を取り除く（図１７参照
）。
　この状態で、露光されたレジスト層２０をマスクとしたエッチング処理を行い、レジス
ト層２０に対向するＩＴＯ膜１０以外のＩＴＯ膜１０を取り除く（図１８参照）。
　次いで、残されたＩＴＯ膜１０上のレジスト層２０を剥離して、一つの画素上に、反射
金属層２とＩＴＯ膜１０とが配された状態とする（図１９参照）。
【０００８】
　次に、多段の光路長を形成するために、スパッタ法、蒸着法等により、ＩＴＯ膜１０を
再度蒸着させる（図２０参照）。この状態において、先の工程で、反射金属層２とＩＴＯ
膜１０とが配された画素領域においては、ＩＴＯ膜１０が重ねて蒸着され、他の画素上で
のＩＴＯ膜１０との間で、光路長差が形成される。
　次に、ＩＴＯ膜１０上に、再度、硬化性樹脂からなるレジスト組成物を塗布し、レジス
ト層２０を形成する（図２１参照）。
　こうして基板１上に、反射金属層２とＩＴＯ膜１０とレジスト層２０とが配された状態
で、部分的に遮光可能とするマスク４で覆い、ＩＴＯ膜１０が重ねて蒸着された画素領域
と、該画素領域に隣接する画素領域とに対して、光を照射して露光し、樹脂を硬化させる
（図２２参照）。
　これを現像して、レジスト層２０から露光した部分以外の箇所を取り除く（図２３参照
）。
　この状態で、露光されたレジスト層２０をマスクとしたエッチング処理を行い、レジス
ト層２０に対向するＩＴＯ膜１０以外のＩＴＯ膜１０を取り除く（図２４参照）。
　次いで、残されたＩＴＯ膜１０上のレジスト層２０を剥離して、基板１上に、反射金属
層２と重ねて配されたＩＴＯ膜１０とを有する画素領域、及び、反射金属層２とＩＴＯ膜
１０とを有する画素領域を形成する（図２５参照）。
【０００９】
　次に、他の光路長を形成するために、スパッタ法、蒸着法等により、ＩＴＯ膜１０を再
度蒸着させる（図２６参照）。この状態において、先の工程で、反射金属層２とＩＴＯ膜
１０とが配された２つの画素領域においては、異なる光路長差を有するように、ＩＴＯ膜
１０が重ねて蒸着され、それぞれの画素上において、ＩＴＯ膜１０層の厚みによる光路長
差が形成される。
　次いで、ＩＴＯ膜１０上に、再度、硬化性樹脂からなるレジスト組成物を塗布し、レジ
スト層２０を形成する（図２７参照）。
　こうして基板１上に、反射金属層２とＩＴＯ膜１０とレジスト層２０とが配された状態
で、ＩＴＯ膜１０部分的に遮光可能とするマスク４で覆い、各画素上のレジスト層２０に
光を照射して露光し、樹脂を硬化させる（図２８参照）。
　これを現像して、レジスト層２０から露光した部分以外の箇所を取り除く（図２９参照
）。
　この状態で、露光されたレジスト層２０をマスクとしたエッチング処理を行い、レジス
ト層２０に対向するＩＴＯ膜１０以外のＩＴＯ膜１０を取り除く（図３０参照）。
　次いで、残されたＩＴＯ膜１０上のレジスト層２０を剥離する。こうして、基板１上の
各画素領域において、反射金属層２上に、厚みの異なるＩＴＯ膜１０で形成された光路長
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調整層が形成されることとなる（図３１参照）。
【００１０】
　次に、厚みの異なるＩＴＯ膜１０で形成された光路長調整層を有する状態で、各光路長
調整層上に、有機発光層７と、半透明部材８とをこの順で積層し、有機電界発光装置４０
０を製造する（図３２参照）。
　このような有機電界発光装置４００においては、有機発光層７から出射された光が、異
なる厚みで形成されたＩＴＯ膜１０の光路長ｄ１、ｄ２、及びｄ３に対応して、それぞれ
青色、緑色、及び赤色に対応する波長の光として半透明部材８から取り出される。即ち、
有機発光層７から出射された光は、光路長がｄ１、ｄ２、及びｄ３からなる半透明部材８
と反射金属層２との間で共振され、各光路長に応じた青色、緑色、及び赤色の波長の光が
強められることにより、青色、緑色、及び赤色の光として有機電界発光装置４００から取
り出すことを可能とされる。
【００１１】
　このように、光路長調整層を有する有機電界発光装置においては、青色、緑色、及び赤
色の３原色による高精細なカラー表示が可能となるが、前記光路長調整層の形成材料とし
て、ＩＴＯ膜等の無機材料を用いる場合には、光路長差の形成に、レジスト層の形成、レ
ジスト層をマスクとしたエッチング処理、レジスト層の剥離といった工程が必要であり、
また、これらの工程を、光路長差を形成するごとに行わなければならないため、製造プロ
セスが複雑になってしまうという問題がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１２】
【特許文献１】特表２００７－５０３０９３号公報
【特許文献２】特開２００６－２６９３２９号公報
【特許文献３】特開２００４－３９３１１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　本発明は、従来における前記諸問題を解決し、以下の目的を達成することを課題とする
。即ち、本発明は、有機材料からなる第１の光路長調整層及び無機材料からなる第２の光
路長調整層を有し、耐久性が向上した有機電界発光装置、及び製造プロセスを簡易化する
有機電界発光装置の製造方法、並びに有機電界発光ディスプレイを提供することを目的と
する。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　前記課題を解決するための手段としては、以下の通りである。即ち、
　＜１＞　赤色、緑色、及び青色に対応する複数の画素領域のうち、少なくとも１つの画
素領域に、反射金属層と、半透明部材と、少なくとも発光層を有する有機電界発光素子と
、光路長調整層とを有し、前記有機電界発光素子からの発光を共振させる共振構造を備え
た有機電界発光装置であって、
　前記光路長調整層が、光透過性樹脂からなる第１の光路長調整層と、無機材料からなる
第２の光路長調整層とを有することを特徴とする有機電界発光装置である。
　＜２＞　第１の光路長調整層と、有機電界発光素子との間に、第２の光路長調整層を有
する前記＜１＞に記載の有機電界発光装置である。
　＜３＞　第２の光路長調整層における無機材料が、ＳｉＯ２、Ａｌ２Ｏ３、ＳｉＯＮ及
びＺｒＯ２から選択される少なくとも１種である前記＜１＞から＜２＞のいずれかに記載
の有機電界発光装置である。
　＜４＞　第２の光路長調整層の厚みが、５ｎｍ～３０ｎｍである前記＜１＞から＜３＞
のいずれかに記載の有機電界発光装置である。
　＜５＞　前記＜１＞から＜４＞のいずれかに記載の有機電界発光装置を有することを特
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徴とする有機電界発光ディスプレイである。
　＜６＞　フレキシブルディスプレイとして用いられる前記＜５＞に記載の有機電界発光
ディスプレイである。
　＜７＞　赤色、緑色、及び青色に対応する複数の画素領域のうち、少なくとも一の画素
領域に反射金属層及び半透明部材を配設可能な基板上に、光透過性樹脂材料を成膜する光
透過性樹脂材料成膜工程と、
　前記成膜された光透過性樹脂材料のうち、前記一の画素領域を含む領域を硬化反応させ
、光透過性樹脂層を形成する光透過性樹脂層形成工程と、
　前記硬化反応後の光透過性樹脂層を現像し、第１の光路長調整層を形成する第１の光路
長調整層形成工程と、
　前記第１の光路長調整層と前記一の画素領域を構成する有機電界発光素子との間に無機
材料からなる第２の光路長調整層を形成する第２の光路長調整層形成工程と、
を含むことを特徴とする有機電界発光装置の製造方法である。
　＜８＞　光透過性樹脂材料の成膜が、気相成膜方法、スプレー塗布及びインクジェット
塗布のいずれかで行われる前記＜７＞に記載の有機電界発光装置の製造方法である。
　＜９＞　光透過性樹脂材料が光反応性樹脂組成物である前記＜７＞から＜８＞のいずれ
かに記載の有機電界発光装置の製造方法である。
　＜１０＞　光反応性樹脂組成物における光反応性樹脂が反応性官能基を２つ以上有する
前記＜９＞に記載の有機電界発光装置の製造方法である。
　＜１１＞　第２の光路長調整層が、スパッタ法及び蒸着法のいずれかで形成される前記
＜７＞から＜１０＞のいずれかに記載の有機電界発光装置の製造方法である。
　＜１２＞　第１の光路長調整層が平坦化膜上に形成され、前記平坦化膜が前記第１の光
路長調整層の光透過性樹脂材料と同じ光透過性樹脂材料で形成される前記＜７＞から＜１
１＞のいずれかに記載の有機電界発光装置の製造方法である。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によると、従来における諸問題を解決することができ、有機材料からなる第１の
光路長調整層及び無機材料からなる第２の光路長調整層を有し、耐久性が向上した有機電
界発光装置、及び製造プロセスを簡易化する有機電界発光装置の製造方法、並びに有機電
界発光ディスプレイを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】図１は、本発明の有機電界発光装置の製造プロセスを示す概略図（１）である。
【図２】図２は、本発明の有機電界発光装置の製造プロセスを示す概略図（２）である。
【図３】図３は、本発明の有機電界発光装置の製造プロセスを示す概略図（３）である。
【図４】図４は、本発明の有機電界発光装置の製造プロセスを示す概略図（４）である。
【図５】図５は、本発明の有機電界発光装置の製造プロセスを示す概略図（５）である。
【図６】図６は、本発明の有機電界発光装置の製造プロセスを示す概略図（６）である。
【図７】図７は、本発明の有機電界発光装置の製造プロセスを示す概略図（７）である。
【図８】図８は、本発明の有機電界発光装置の製造プロセスを示す概略図（８）である。
【図９】図９は、本発明の有機電界発光装置の製造プロセスを示す概略図（９）である。
【図１０】図１０は、本発明の有機電界発光装置の一の構成例を示す概略図である。
【図１１】図１１は、本発明の有機電界発光装置の他の構成例を示す概略図である。
【図１２】図１２は、本発明の有機電界発光装置の更に他の構成例を示す概略図である。
【図１３】図１３は、従来の有機電界発光装置の製造プロセスを示す概略図（１）である
。
【図１４】図１４は、従来の有機電界発光装置の製造プロセスを示す概略図（２）である
。
【図１５】図１５は、従来の有機電界発光装置の製造プロセスを示す概略図（３）である
。
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【図１６】図１６は、従来の有機電界発光装置の製造プロセスを示す概略図（４）である
。
【図１７】図１７は、従来の有機電界発光装置の製造プロセスを示す概略図（５）である
。
【図１８】図１８は、従来の有機電界発光装置の製造プロセスを示す概略図（６）である
。
【図１９】図１９は、従来の有機電界発光装置の製造プロセスを示す概略図（７）である
。
【図２０】図２０は、従来の有機電界発光装置の製造プロセスを示す概略図（８）である
。
【図２１】図２１は、従来の有機電界発光装置の製造プロセスを示す概略図（９）である
。
【図２２】図２２は、従来の有機電界発光装置の製造プロセスを示す概略図（１０）であ
る。
【図２３】図２３は、従来の有機電界発光装置の製造プロセスを示す概略図（１１）であ
る。
【図２４】図２４は、従来の有機電界発光装置の製造プロセスを示す概略図（１２）であ
る。
【図２５】図２５は、従来の有機電界発光装置の製造プロセスを示す概略図（１３）であ
る。
【図２６】図２６は、従来の有機電界発光装置の製造プロセスを示す概略図（１４）であ
る。
【図２７】図２７は、従来の有機電界発光装置の製造プロセスを示す概略図（１５）であ
る。
【図２８】図２８は、従来の有機電界発光装置の製造プロセスを示す概略図（１６）であ
る。
【図２９】図２９は、従来の有機電界発光装置の製造プロセスを示す概略図（１７）であ
る。
【図３０】図３０は、従来の有機電界発光装置の製造プロセスを示す概略図（１８）であ
る。
【図３１】図３１は、従来の有機電界発光装置の製造プロセスを示す概略図（１９）であ
る。
【図３２】図３２は、従来の有機電界発光装置の構成例を示す概略図（２０）である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
（有機電界発光装置）
　本発明の有機電界発光装置は、赤色、緑色、及び青色に対応する複数の画素領域のうち
、少なくとも１つの画素領域に、反射金属層と、半透明部材と、少なくとも発光層を有す
る有機電界発光素子と、光路長調整層とを有し、前記有機電界発光素子からの発光を共振
させる共振構造を備えており、基板、更に必要に応じてその他の部材を有してなる。
【００１８】
　前記有機電界発光装置においては、有機発光層から出射された光が、異なる厚みで形成
される前記光路長調整層の光路長に対応して、青色、緑色、及び赤色に対応する波長の光
を取り出すことが可能であるが、前記有機電界発光装置の観察者側における青色、緑色、
及び赤色の各画素領域において、それぞれの色に対応するカラーフィルターを更に配し、
より高精細なフルカラー表示を可能としてもよい。
【００１９】
＜光路長調整層＞
　前記光路長調整層は、有機材料である光透過性樹脂からなる第１の光路長調整層と、無
機材料からなる第２の光路長調整層とを有する。
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【００２０】
－第１の光路長調整層－
　前記第１の光路長調整層は、光透過性樹脂からなる。
　前記光透過性樹脂としては、光透過性を有し、また、後述する光透過性樹脂層における
硬化反応を生ずるものであれば、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
、例えば、ポリエステル、アクリル樹脂、メタクリル樹脂（本明細書では、アクリル樹脂
及びメタクリル樹脂を併せてアクリレート重合物ということがある）、メタクリル酸－マ
レイン酸共重合体、ポリスチレン、透明フッ素樹脂、ポリイミド、フッ素化ポリイミド、
ポリアミド、ポリアミドイミド、ポリエーテルイミド、セルロースアシレート、ポリウレ
タン、ポリエーテルエーテルケトン、ポリカーボネート、脂環式ポリオレフィン、ポリア
リレート、ポリエーテルスルホン、ポリスルホン、フルオレン環変性ポリカーボネート、
脂環変性ポリカーボネート、フルオレン環変性ポリエステル、アクリロイル化合物、ポリ
シロキサン、又はその他の有機珪素化合物などが挙げられる。これらは、１種単独で用い
てもよく、２種以上を併用してもよい。
【００２１】
－－光硬化性樹脂（ラジカル重合性モノマー）－－
　前記光透過性樹脂としては、前記例示の化合物の中でも、光硬化性樹脂が好ましい。
　前記光硬化性樹脂としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができる
が、少なくとも１つの下記一般式（１）及び下記一般式（２）のいずれかで表されるラジ
カル重合性モノマーがより好ましい。
　これらのラジカル重合性モノマーは、ラジカル重合性官能基を２つ以上有することが好
ましい。重合性官能基が２つ以上あると３次元的に架橋することができ、機械強度が向上
する点で好ましい。
【００２２】
【化１】

　ただし、前記一般式（１）中、Ｒ７は、水素又はメチル基を表し、Ｒ８は、水素原子を
表し、Ｌ１は、炭素数１～１８の置換又は無置換のアルキレン基、炭素数１～１８の置換
又は無置換のアリーレン基、エーテル基、イミノ基、カルボニル基、又はこれらの基が複
数個直列に結合した１価以上の連結基のいずれかを表す。ｍ１は、１～６の整数を表し、
ｍ１が２以上の場合において、各繰り返し単位におけるＲ７及びＲ８は、同一であっても
異なっていてもよい。
【００２３】
【化２】

　ただし、前記一般式（２）中、Ｒ９は、水素原子又はメチル基を表し、Ｒ１０は、水素
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原子を表し、Ｌ２は、炭素数１～１８の置換又は無置換のアルキレン基、炭素数１～１８
の置換又は無置換のアリーレン基、エーテル基、イミノ基、カルボニル基、及び、これら
の基が複数個直列に結合した１価以上の連結基のいずれかを表す。ｍ２は、１～６の整数
を表し、ｍ２が２以上の場合において、各繰り返し単位におけるＲ９及びＲ１０は、同一
であっても異なっていてもよい。
【００２４】
　前記光硬化性樹脂としては、前記一般式（２）で表されるエチレン不飽和二重結合を有
するラジカル重合性モノマーからなるアクリレート重合体を主成分とするのが特に好まし
い。ここで主成分とは、後述する光透過性樹脂層を構成する重合性モノマーのうち、含有
量が最も多いことを意味し、８０質量％以上であることを意味する。
　また、前記アクリレート重合体としては、下記一般式（３）で表される構造単位を有す
るポリマーが挙げられる。
【００２５】
【化３】

　ただし、前記一般式（３）中、Ｚは、下記一般式（ａ）、又は二重結合性基を有する一
般式（ｂ）で表され、該下記一般式（ａ）又は（ｂ）におけるＲ１１及びＲ１２は、各々
独立に水素原子又はメチル基を表し、＊は一般式（３）のカルボニル基と結合する位置を
表し、Ｌは、ｎ価の連結基を表す。ｎは、１～６の整数を示す。ｎが２以上の場合におい
て、各繰り返し単位におけるＺは、互いに同一であっても異なっていてもよいが、少なく
とも１つのＺは、下記一般式（ａ）で表される。
【００２６】
【化４】

【００２７】
　前記一般式（３）において、Ｌの炭素数は、３～１８が好ましく、４～１７がより好ま
しく、５～１６が更により好ましく、６～１５が更に好ましい。
　ｎが２の場合、Ｌは、２価の連結基を表すが、そのような２価の連結基の例としては、
アルキレン基（例えば、１，３－プロピレン基、２，２－ジメチル－１，３－プロピレン
基、２－ブチル－２－エチル－１，３－プロピレン基、１，６－ヘキシレン基、１，９－
ノニレン基、１，１２－ドデシレン基、１，１６－ヘキサデシレン基等）、エーテル基、
イミノ基、カルボニル基、又はこれらの２価基が複数個直列に結合した２価残基（例えば
ポリエチレンオキシ基、ポリプロピレンオキシ基、プロピオニルオキシエチレン基、ブチ
ロイルオキシプロピレン基、カプロイルオキシエチレン基、カプロイルオキシブチレン基
等）などが挙げられる。これらの中でも、アルキレン基が特に好ましい。
【００２８】
　また、前記一般式（３）において、Ｌは、置換基を有してもよく、Ｌを置換することの
できる置換基の例としては、アルキル基（例えば、メチル基、エチル基、ブチル基等）、
アリール基（例えば、フェニル基等）、アミノ基（例えば、アミノ基、メチルアミノ基、
ジメチルアミノ基、ジエチルアミノ基等）、アルコキシ基（例えばメトキシ基、エトキシ
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ゾイル基、ホルミル基、ピバロイル基等）、アルコキシカルボニル基（例えば、メトキシ
カルボニル基、エトキシカルボニル基等）、ヒドロキシ基、ハロゲン原子（例えば、フッ
素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子）、シアノ基などが挙げられる。
　これらの中でも、前記置換基としては、含酸素官能基を持たない基が好ましく、このよ
うな基としては、アルキル基が挙げられる。即ち、ｎが２の場合、Ｌは、含酸素官能基を
持たないアルキレン基が最も好ましい。このような基を採用することにより、水蒸気透過
率をより低くすることが可能になる。
【００２９】
　前記一般式（３）において、ｎが３の場合、Ｌは、３価の連結基を表すが、そのような
３価の連結基の例として、前述の２価の連結基から任意の水素原子を１個除いて得られる
３価残基、又は、前述の２価の連結基から任意の水素原子を１個除き、ここにアルキレン
基、エーテル基、カルボニル基、及びこれらを直列に結合した２価基を置換した３価残基
を挙げることができる。このうち、アルキレン基から任意の水素原子を１個除いて得られ
る、含酸素官能基を含まない３価残基が好ましい。このような基を採用することにより、
水蒸気透過率をより低くすることが可能になる。
【００３０】
　前記一般式（３）において、ｎが４以上の場合、Ｌは、４価以上の連結基を表すが、そ
のような４価以上の連結基の例も、同様に挙げられる。好ましい例も同様に挙げられる。
特に、アルキレン基から任意の水素原子を２個除いて得られる、含酸素官能基を含まない
４価残基が好ましい。このような基を採用することにより、水蒸気透過率をより低くする
ことが可能になる。
【００３１】
　また、前記ポリマーは、前記一般式（３）で表されない構造単位を有していても構わな
い。例えば、アクリレートモノマーやメタクリレートモノマーを共重合したときに形成さ
れる構造単位を有していてもよい。
　前記ポリマーにおいて、前記一般式（３）で表されない構造単位は、２０質量％以下で
あることが好ましく、１５質量％以下であることがより好ましく、１０質量％以下である
ことが特に好ましい。
　前記一般式（３）で表される構造単位を有さないポリマーとして、例えば、ポリエステ
ル、メタクリル酸－マレイン酸共重合体、ポリスチレン、透明フッ素樹脂、ポリイミド、
フッ素化ポリイミド、ポリアミド、ポリアミドイミド、ポリエーテルイミド、セルロース
アシレート、ポリウレタン、ポリエーテルケトン、ポリカーボネート、脂環式ポリオレフ
ィン、ポリアリレート、ポリエーテルスルホン、ポリスルホン、フルオレン環変性ポリカ
ーボネート、脂環変性ポリカーボネート、フルオレン環変性ポリエステルなどが挙げられ
る。
【００３２】
　以下において、前記一般式（２）で表されるラジカル重合性モノマーの具体例を示すが
、本発明における前記光透過性樹脂は、これらに限定されるものではない。
【００３３】
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【化５】

【００３４】
【化６】
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【化７】

【００３６】
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【００３７】
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【化９】

【００３８】
－－酸性モノマー－－
　前記光透過性樹脂材料としては、更に、酸性モノマーが含むものであってもよい。
　前記酸性モノマーを含めることにより、層間密着性が向上する。
　前記酸性モノマーとは、カルボン酸、スルホン酸、リン酸、ホスホン酸等の酸性基を含
有するモノマーを意味する。
　前記酸性モノマーとしては、カルボン酸基又はリン酸基を含有するモノマーが好ましく
、カルボン酸基又はリン酸基を含有する（メタ）アクリレートがより好ましく、リン酸エ
ステル基を有する（メタ）アクリレートが更に好ましい。
【００３９】
－－－リン酸エステル基を有する（メタ）アクリレート－－－
　前記リン酸エステル基を有する（メタ）アクリレートとしては、下記一般式（Ｐ）で表
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アクリレートを含むことにより、無機層との密着がよくなる。
【００４０】
【化１０】

　ただし、前記一般式（Ｐ）中、Ｚ１は、Ａｃ２－Ｏ－Ｘ２－、重合性基を有しない置換
基又は水素原子を表す。Ｚ２は、Ａｃ３－Ｏ－Ｘ３－、重合性基を有しない置換基又は水
素原子を表す。Ａｃ１、Ａｃ２及びＡｃ３は、それぞれアクリロイル基又はメタクリロイ
ル基を表す。Ｘ１、Ｘ２及びＸ３は、それぞれ２価の連結基を表す。
　前記一般式（Ｐ）で表される化合物としては、以下の一般式（Ｐ－１）で表される単官
能モノマー、以下の一般式（Ｐ－２）で表される２官能モノマー、及び以下の一般式（Ｐ
－３）で表される３官能モノマーが好ましい。
【００４１】

【化１１】

【００４２】
【化１２】

【００４３】
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【００４４】
　前記一般式（Ｐ－１）～（Ｐ－３）において、Ａｃ１、Ａｃ２、Ａｃ３、Ｘ１、Ｘ２及
びＸ３の定義は、前記一般式（Ｐ）における定義と同じである。前記一般式（Ｐ－１）及
び（Ｐ－２）において、Ｒ１は、重合性基を有しない置換基又は水素原子を表し、Ｒ２は
、重合性基を有しない置換基又は水素原子を表す。
　前記一般式（Ｐ）、（Ｐ－１）～（Ｐ－３）において、Ｘ１、Ｘ２及びＸ３は、一般式
（２）におけるＬ１と同様の基である。Ｘ１、Ｘ２及びＸ３としては、アルキレン基、ア
ルキレンオキシカルボニルアルキレン基が好ましい。
　前記一般式（Ｐ）、（Ｐ－１）～（Ｐ－３）において、重合性基を有しない置換基とし
ては、例えばアルキル基、アリール基、又はこれらを組み合わせた基などを挙げることが
でき、アルキル基が好ましい。
【００４５】
　前記アルキル基の炭素数としては、１～１２が好ましく、１～９がより好ましく、１～
６が更に好ましい。
　前記アルキル基としては、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、ペンチル基、
ヘキシル基が挙げられる。
　前記アルキル基は、直鎖状であっても分枝状であっても環状であっても構わないが、直
鎖アルキル基が好ましい。前記アルキル基は、アルコキシ基、アリール基、アリールオキ
シ基などで置換されていてもよい。
【００４６】
　前記アリール基の炭素数としては、６～１４が好ましく、６～１０がより好ましい。
　前記アリール基としては、例えばフェニル基、１－ナフチル基、２－ナフチル基が挙げ
られる。
　前記アリール基は、アルキル基、アルコキシ基、アリールオキシ基などで置換されてい
てもよい。
　本発明では、前記一般式（Ｐ）で表されるモノマーを１種類だけ用いてもよいし、２種
類以上を組み合わせて用いてもよい。また、組み合わせて用いる場合は、前記一般式（Ｐ
－１）で表される単官能モノマー、前記一般式（Ｐ－２）で表される２官能モノマー、及
び前記一般式（Ｐ－３）で表される３官能モノマーのうちの２種以上を組み合わせて用い
てもよい。
　本発明では、前記リン酸エステル基を有する重合性モノマー類として、日本化薬株式会
社製のＫＡＹＡＭＥＲシリーズ、ユニケミカル株式会社製のＰｈｏｓｍｅｒシリーズ等、
市販されている化合物をそのまま用いてもよく、新たに合成された化合物を用いてもよい
。
【００４７】
　以下に、酸性モノマーの具体例を示すが、本発明は、これらに限定されない。
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【化１４】

【００４８】
　前記第１の光路長調整層の厚みとしては、各副画素が所定の波長の光が効率よく共振し
得る光学的距離（光路長）となるように調整される。
　従って、共振する光学的距離は、光反射膜と光半透過反射膜との間に挟持される材料の
屈折率とその組成、厚みによって決定されるので、光路長調整層によって決定される訳で
はない。
　一般に用いられる有機電界発光層の構成を斟酌すると、前記赤色の画素領域における光
路長調整層の厚みとしては、物理的厚みで、３０ｎｍ～１，０００ｎｍであることが好ま
しく、１５０ｎｍ～３５０ｎｍがより好ましく、２００ｎｍ～２５０ｎｍが更に好ましい
。
　前記緑色の画素領域における光路長調整層の厚みとしては、物理的厚みで、５ｎｍ～８
００ｎｍであることが好ましく、１００ｎｍ～２５０ｎｍがより好ましく、１５０ｎｍ～
２００ｎｍが更に好ましい。
　前記青色の画素領域における光路長調整層の厚みとしては、物理的厚みで、０ｎｍ～６
００ｎｍであることが好ましく、５０ｎｍ～２００ｎｍがより好ましく、１００ｎｍ～１
５０ｎｍが更に好ましい。
【００４９】
－第２の光路長調整層－
　前記第２の光路長調整層の構成材料としては、透明かつ導電性のない無機材料であれば
特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えばＳｉＯ２、Ａｌ２Ｏ３、
ＳｉＯＮ、ＺｒＯ２などが挙げられる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以
上を併用してもよい。これらの中でも、成膜が容易である点でＳｉＯ２、Ａｌ２Ｏ３が特
に好ましい。
　なお、前記第２の光路長調整層の形成方法は、後述する本発明の有機電界発光装置の製
造方法において説明する。
　前記第２の光路長調整層の厚みは、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することが
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でき、５ｎｍ～３０ｎｍであることが好ましく、５ｎｍ～１５ｎｍがより好ましい。前記
厚みが、５ｎｍ未満であると、有機電界発光素子の耐久性が低下することがあり、３０ｎ
ｍを超えると、画素ごとの光路長調整が困難となることがある。
【００５０】
－反射金属層及び半透明部材－
　前記反射金属層は、有機発光層から出射される光を反射する作用を有する。
　前記半透明部材は、有機発光層から出射される光を反射乃至透過させる作用を有する。
　これら前記反射金属層及び半透明部材は、有機発光層を間に有する状態で対向配置され
、有機発光層から出射される光を共振する作用を有する。
　前記半透明部材としては、特に制限はなく、目的に応じて選択することができるが、例
えば、半透明金属、半透明性の誘電体多層膜ミラー、及びこれらの組み合わせが好ましい
。
　前記半透明金属としては、特に制限はなく、後述する陽極を用いて構成することができ
る。
　前記半透明性の誘電体多層膜ミラーとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択
することができ、例えば、ＳｉＯ２、ＳｉＮの積層等で構成される誘電体多層膜からなる
ミラー、などが挙げられる。
　前記反射金属層としては、特に制限はなく、後述する陰極と同じものを用いて構成する
ことができる。
【００５１】
－基板－
　前記基板としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、例え
ば、耐熱性、ガスバリア性を有するガラス材料、バリアフィルムなどが好ましい。
　具体的には、ガラス転移温度（Ｔｇ）が１００℃以上及び線熱膨張係数が４０ｐｐｍ／
℃以下の少なくともいずれかで耐熱性の高い透明な素材からなることが好ましい。なお、
ガラス転移温度（Ｔｇ）や線膨張係数は、添加剤などによって調整することができる。
　前記基板の材料としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例
えば、ポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ：１２０℃）、ポリカーボネート（ＰＣ：１４
０℃）、脂環式ポリオレフィン（例えば日本ゼオン株式会社製、ゼオノア１６００：１６
０℃）、ポリアリレート（ＰＡｒ：２１０℃）、ポリエーテルスルホン（ＰＥＳ：２２０
℃）、ポリスルホン（ＰＳＦ：１９０℃）、シクロオレフィンコポリマー（ＣＯＣ：特開
２００１－１５０５８４号公報の化合物：１６２℃）、ポリイミド（例えば三菱ガス化学
株式会社製、ネオプリム：２６０℃）、フルオレン環変性ポリカーボネート（ＢＣＦ－Ｐ
Ｃ：特開２０００－２２７６０３号公報の化合物：２２５℃）、脂環変性ポリカーボネー
ト（ＩＰ－ＰＣ：特開２０００－２２７６０３号公報の化合物：２０５℃）、アクリロイ
ル化合物（特開２００２－８０６１６号公報の化合物：３００℃以上）などが挙げられる
（括弧内はＴｇを示す）。これらの中でも、透明性を求める場合には、脂環式ポレオレフ
ィンを使用するのが好ましい。
【００５２】
　前記基板の光線透過率としては、８０％以上が好ましく、８５％以上がより好ましく、
９０％以上が更に好ましい。
　前記光線透過率としては、例えばＪＩＳ－Ｋ７１０５に記載された方法、即ち、積分球
式光線透過率測定装置を用いて全光線透過率及び散乱光量を測定し、全光線透過率から拡
散透過率を引いて算出することができる。
　前記ガラス材料やバリアフィルムの厚みとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜
選択することができるが、１μｍ～８００μｍが好ましく、１０μｍ～２００μｍがより
好ましい。
【００５３】
＜有機電界発光素子＞
　前記有機電界発光素子は、一対の電極、即ち、陽極と陰極とを有し、両電極の間に発光



(19) JP 6012135 B2 2016.10.25

10

20

30

40

50

層を有する。両電極間に配置されうる、発光層以外の機能層としては、正孔輸送層、電子
輸送層、正孔ブロック層、電子ブロック層、正孔注入層、電子注入層等の各層が挙げられ
る。
【００５４】
　前記有機電界発光素子は、陽極と発光層との間に正孔輸送層を有することが好ましく、
陰極と発光層との間に電子輸送層を有することが好ましい。更に、正孔輸送層と陽極との
間に正孔注入層を設けてもよく、電子輸送層と陰極との間に電子注入層を設けてもよい。
　また、前記発光層と正孔輸送層との間に正孔輸送性中間層（電子ブロック層）を設けて
もよく、発光層と電子輸送層との間に電子輸送性中間層（正孔ブロック層）を設けてもよ
い。各機能層は複数の二次層に分かれていてもよい。
【００５５】
　前記発光層を含むこれらの機能層は、蒸着法やスパッタ法等の乾式製膜法、湿式塗布方
式、転写法、印刷法、インクジェット方式等のいずれによっても好適に形成することがで
きる。
【００５６】
－－発光層－－
　前記発光層は、電界印加時に、陽極、正孔注入層、又は正孔輸送層から正孔を受け取り
、陰極、電子注入層、又は電子輸送層から電子を受け取り、正孔と電子の再結合の場を提
供して発光させる機能を有する層である。
　前記発光層は、発光材料を含む。発光層は発光材料のみで構成されていてもよいし、ホ
スト材料と発光材料の混合層でもよい（後者の場合、発光材料を「発光性ドーパント」も
しくは「ドーパント」と称する場合がある）。発光材料は蛍光発光材料でも燐光発光材料
であってもよく、２種以上が混合されていてもよい。ホスト材料は電荷輸送材料であるこ
とが好ましい。ホスト材料は１種であっても２種以上であってもよい。更に、発光層中に
電荷輸送性を有さず、発光しない材料を含んでいてもよい。
【００５７】
　前記発光層の厚みは、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、２
ｎｍ～５００ｎｍであるのが好ましく、外部量子効率の観点から、３ｎｍ～２００ｎｍで
あるのがより好ましく、５ｎｍ～１００ｎｍであるのが更に好ましい。また、前記発光層
は１層であっても２層以上であってもよく、それぞれの層が異なる発光色で発光してもよ
い。
【００５８】
－－－発光材料－－－
　前記発光材料は、燐光発光材料、蛍光発光材料等いずれも好適に用いることができる。
本発明における発光性ドーパントは、ホスト化合物との間で、イオン化ポテンシャルの差
（ΔＩｐ）と電子親和力の差（ΔＥａ）が、１．２ｅＶ＞△Ｉｐ＞０．２ｅＶ、及び／又
は１．２ｅＶ＞△Ｅａ＞０．２ｅＶの関係を満たすドーパントであることが、駆動耐久性
の観点で好ましい。
　前記発光層中の発光性ドーパントは、発光層中に一般的に発光層を形成する全化合物質
量に対して、０．１質量％～５０質量％含有されるが、耐久性、外部量子効率の観点から
１質量％～５０質量％含有されることが好ましく、２質量％～４０質量％含有されること
がより好ましい。
【００５９】
＜燐光発光材料＞
　前記燐光発光材料としては、一般に、遷移金属原子又はランタノイド原子を含む錯体を
挙げることができる。
　前記遷移金属原子としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えばルテニウム、ロジウム、パラジウム、タングステン、レニウム、オスミウム、イリ
ジウム、金、銀、銅、白金などが挙げられる。これらの中でも、レニウム、イリジウム、
白金が好ましく、イリジウム、白金が特に好ましい。
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　前記錯体の配位子としては、例えば、Ｇ．Ｗｉｌｋｉｎｓｏｎ等著，Ｃｏｍｐｒｅｈｅ
ｎｓｉｖｅ　Ｃｏｏｒｄｉｎａｔｉｏｎ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ，　Ｐｅｒｇａｍｏｎ　Ｐ
ｒｅｓｓ社１９８７年発行、Ｈ．Ｙｅｒｓｉｎ著，「Ｐｈｏｔｏｃｈｅｍｉｓｔｒｙ　ａ
ｎｄ　Ｐｈｏｔｏｐｈｙｓｉｃｓ　ｏｆ　Ｃｏｏｒｄｉｎａｔｉｏｎ　Ｃｏｍｐｏｕｎｄ
ｓ」　Ｓｐｒｉｎｇｅｒ－Ｖｅｒｌａｇ社１９８７年発行、山本明夫著「有機金属化学－
基礎と応用－」裳華房社１９８２年発行等に記載の配位子などが挙げられる。
【００６１】
　前記錯体は、化合物中に遷移金属原子を１つ有してもよいし、また、２つ以上有するい
わゆる複核錯体であってもよい。異種の金属原子を同時に含有していてもよい。
【００６２】
　これらの中でも、燐光発光材料の具体例としては、例えば、ＵＳ６３０３２３８Ｂ１、
ＵＳ６０９７１４７、ＷＯ００／５７６７６、ＷＯ００／７０６５５、ＷＯ０１／０８２
３０、ＷＯ０１／３９２３４Ａ２、ＷＯ０１／４１５１２Ａ１、ＷＯ０２／０２７１４Ａ
２、ＷＯ０２／１５６４５Ａ１、ＷＯ０２／４４１８９Ａ１、ＷＯ０５／１９３７３Ａ２
、ＷＯ２００４／１０８８５７Ａ１、ＷＯ２００５／０４２４４４Ａ２、ＷＯ２００５／
０４２５５０Ａ１、特開２００１－２４７８５９、特開２００２－３０２６７１、特開２
００２－１１７９７８、特開２００３－１３３０７４、特開２００２－２３５０７６、特
開２００３－１２３９８２、特開２００２－１７０６８４、ＥＰ１２１１２５７、特開２
００２－２２６４９５、特開２００２－２３４８９４、特開２００１－２４７８５９、特
開２００１－２９８４７０、特開２００２－１７３６７４、特開２００２－２０３６７８
、特開２００２－２０３６７９、特開２００４－３５７７９１、特開２００６－９３５４
２、特開２００６－２６１６２３、特開２００６－２５６９９９、特開２００７－１９４
６２、特開２００７－８４６３５、特開２００７－９６２５９等の各公報に記載の燐光発
光化合物などが挙げられる。これらの中でも、Ｉｒ錯体、Ｐｔ錯体、Ｃｕ錯体、Ｒｅ錯体
、Ｗ錯体、Ｒｈ錯体、Ｒｕ錯体、Ｐｄ錯体、Ｏｓ錯体、Ｅｕ錯体、Ｔｂ錯体、Ｇｄ錯体、
Ｄｙ錯体、Ｃｅ錯体が好ましく、Ｉｒ錯体、Ｐｔ錯体、Ｒｅ錯体がより好ましく、金属－
炭素結合、金属－窒素結合、金属－酸素結合、金属－硫黄結合の少なくとも１つの配位様
式を含むＩｒ錯体、Ｐｔ錯体、Ｒｅ錯体が特に好ましく、発光効率、駆動耐久性、色度等
の観点から、３座以上の多座配位子を含むＩｒ錯体、Ｐｔ錯体、又はＲｅ錯体が最も好ま
しい。
【００６３】
　前記燐光発光材料の具体例として、以下の化合物を挙げることができるが、これらに限
定されるものではない。
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【００６４】
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【００６５】
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【化１７】

【００６６】
＜蛍光発光材料＞
　前記蛍光発光材料としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えばベンゾオキサゾール、ベンゾイミダゾール、ベンゾチアゾール、スチリルベンゼン
、ポリフェニル、ジフェニルブタジエン、テトラフェニルブタジエン、ナフタルイミド、
クマリン、ピラン、ペリノン、オキサジアゾール、アルダジン、ピラリジン、シクロペン
タジエン、ビススチリルアントラセン、キナクリドン、ピロロピリジン、チアジアゾロピ
リジン、シクロペンタジエン、スチリルアミン、芳香族ジメチリディン化合物、縮合多環
芳香族化合物（アントラセン、フェナントロリン、ピレン、ペリレン、ルブレン、又はペ
ンタセンなど）、８－キノリノールの金属錯体、ピロメテン錯体や希土類錯体に代表され
る各種金属錯体、ポリチオフェン、ポリフェニレン、ポリフェニレンビニレン等のポリマ
ー化合物、有機シラン、又はこれらの誘導体などが挙げられる。
【００６７】
－－－ホスト材料－－－
　前記発光層に用いられるホスト材料としては、正孔輸送性に優れる正孔輸送性ホスト材
料（以下、「正孔輸送性ホスト」と称することがある）及び電子輸送性に優れる電子輸送
性ホスト化合物（以下、「電子輸送性ホスト」と称することがある）を用いることができ
る。
【００６８】
＜正孔輸送性ホスト＞
　前記発光層に用いられる正孔輸送性ホストとしては、特に制限はなく、目的に応じて適
宜選択することができ、例えばピロール、インドール、カルバゾール、アザインドール、
アザカルバゾール、トリアゾール、オキサゾール、オキサジアゾール、ピラゾール、イミ
ダゾール、チオフェン、ポリアリールアルカン、ピラゾリン、ピラゾロン、フェニレンジ
アミン、アリールアミン、アミノ置換カルコン、スチリルアントラセン、フルオレノン、
ヒドラゾン、スチルベン、シラザン、芳香族第三級アミン化合物、スチリルアミン化合物
、芳香族ジメチリディン系化合物、ポルフィリン系化合物、ポリシラン系化合物、ポリ（
Ｎ－ビニルカルバゾール）、アニリン系共重合体、チオフェンオリゴマー、ポリチオフェ
ン等の導電性高分子オリゴマー、有機シラン、カーボン膜、又はそれらの誘導体などが挙
げられる。
　これらの中でも、インドール誘導体、カルバゾール誘導体、芳香族第三級アミン化合物
、チオフェン誘導体が好ましく、分子内にカルバゾール基を有する化合物がより好ましく



(24) JP 6012135 B2 2016.10.25

10

20

30

40

50

、ｔ－ブチル置換カルバゾール基を有する化合物が特に好ましい。
【００６９】
＜電子輸送性ホスト＞
　前記発光層に用いられる電子輸送性ホストとしては、特に制限はなく、目的に応じて適
宜選択することができ、例えばピリジン、ピリミジン、トリアジン、イミダゾール、ピラ
ゾール、トリアゾ－ル、オキサゾ－ル、オキサジアゾ－ル、フルオレノン、アントラキノ
ジメタン、アントロン、ジフェニルキノン、チオピランジオキシド、カルボジイミド、フ
ルオレニリデンメタン、ジスチリルピラジン、フッ素置換芳香族化合物、ナフタレンペリ
レン等の複素環テトラカルボン酸無水物、フタロシアニン、又はそれらの誘導体（他の環
と縮合環を形成してもよい）、８－キノリノ－ル誘導体の金属錯体やメタルフタロシアニ
ン、ベンゾオキサゾ－ルやベンゾチアゾ－ルを配位子とする金属錯体に代表される各種金
属錯体などが挙げられる。これらの中でも、耐久性の点から金属錯体化合物が好ましく、
金属に配位する少なくとも１つの窒素原子又は酸素原子又は硫黄原子を有する配位子をも
つ金属錯体が特に好ましい。
　前記金属錯体電子輸送性ホストとしては、例えば特開２００２－２３５０７６、特開２
００４－２１４１７９、特開２００４－２２１０６２、特開２００４－２２１０６５、特
開２００４－２２１０６８、特開２００４－３２７３１３等の公報に記載の化合物が挙げ
られる。
【００７０】
　前記正孔輸送性ホスト材料及び電子輸送性ホスト材料の具体例として、以下の化合物を
挙げることができるが、これらに限定されるものではない。

【化１８】



(25) JP 6012135 B2 2016.10.25

10

20

30

40

【００７１】
【化１９】

【００７２】
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【化２０】

【００７３】
－－正孔注入層、正孔輸送層－－
　前記正孔注入層、前記正孔輸送層は、陽極又は陽極側から正孔を受け取り陰極側に輸送
する機能を有する層である。これらの層に用いられる正孔注入材料、正孔輸送材料は、低
分子化合物であっても高分子化合物であってもよい。
　具体的には、ピロール誘導体、カルバゾール誘導体、トリアゾール誘導体、オキサゾー
ル誘導体、オキサジアゾール誘導体、イミダゾール誘導体、ポリアリールアルカン誘導体
、ピラゾリン誘導体、ピラゾロン誘導体、フェニレンジアミン誘導体、アリールアミン誘
導体、アミノ置換カルコン誘導体、スチリルアントラセン誘導体、フルオレノン誘導体、
ヒドラゾン誘導体、スチルベン誘導体、シラザン誘導体、芳香族第三級アミン化合物、ス
チリルアミン化合物、芳香族ジメチリディン系化合物、フタロシアニン系化合物、ポルフ
ィリン系化合物、チオフェン誘導体、有機シラン誘導体、カーボンなどが挙げられる。
【００７４】
　前記正孔注入層、前記正孔輸送層には、電子受容性ドーパントを含有させることができ
る。正孔注入層、正孔輸送層に導入する電子受容性ドーパントとしては、電子受容性で有
機化合物を酸化する性質を有すれば、無機化合物でも有機化合物でも使用できる。
　具体的には、無機化合物は塩化第二鉄や塩化アルミニウム、塩化ガリウム、塩化インジ
ウム、五塩化アンチモンなどのハロゲン化金属、五酸化バナジウム、及び三酸化モリブデ
ンなどの金属酸化物などが挙げられる。有機化合物の場合は、置換基としてニトロ基、ハ
ロゲン、シアノ基、トリフルオロメチル基などを有する化合物、キノン系化合物、酸無水
物系化合物、フラーレンなどが挙げられる。これらは１種を単独で用いてもよいし、２種
以上を用いてもよい。
　前記電子受容性ドーパントの含有量は、特に制限はなく、材料の種類によって異なるが
、正孔輸送層材料に対して０．０１質量％～５０質量％であることが好ましく、０．０５
質量％～２０質量％であることがより好ましく、０．１質量％～１０質量％であることが
更に好ましい。
【００７５】
　前記正孔注入層、正孔輸送層は、上述した材料の１種又は２種以上からなる単層構造で
あってもよいし、同一組成又は異種組成の複数層からなる多層構造であってもよい。
【００７６】
－－電子注入層、電子輸送層－－
　前記電子注入層、前記電子輸送層は、陰極又は陰極側から電子を受け取り陽極側に輸送
する機能を有する層である。これらの層に用いる電子注入材料、電子輸送材料は低分子化
合物であっても高分子化合物であってもよい。
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　具体的には、ピリジン誘導体、キノリン誘導体、ピリミジン誘導体、ピラジン誘導体、
フタラジン誘導体、フェナントロリン誘導体、トリアジン誘導体、トリアゾール誘導体、
オキサゾール誘導体、オキサジアゾール誘導体、イミダゾール誘導体、フルオレノン誘導
体、アントラキノジメタン誘導体、アントロン誘導体、ジフェニルキノン誘導体、チオピ
ランジオキシド誘導体、カルボジイミド誘導体、フルオレニリデンメタン誘導体、ジスチ
リルピラジン誘導体、ナフタレン、ペリレン等の芳香環テトラカルボン酸無水物、フタロ
シアニン誘導体、８－キノリノール誘導体の金属錯体やメタルフタロシアニン、ベンゾオ
キサゾールやベンゾチアゾールを配位子とする金属錯体に代表される各種金属錯体、シロ
ールに代表される有機シラン誘導体、などが挙げられる。
【００７７】
　前記電子注入層あるいは電子輸送層には、電子供与性ドーパントを含有させることがで
きる。電子注入層あるいは電子輸送層に導入される電子供与性ドーパントとしては、電子
供与性で有機化合物を還元する性質を有していればよく、Ｌｉ等のアルカリ金属、Ｍｇ等
のアルカリ土類金属、希土類金属を含む遷移金属や還元性有機化合物などが好適に用いら
れる。前記金属としては、特に仕事関数が４．２ｅＶ以下の金属が好適に使用でき、具体
的には、Ｌｉ、Ｎａ、Ｋ、Ｂｅ、Ｍｇ、Ｃａ、Ｓｒ、Ｂａ、Ｙ、Ｃｓ、Ｌａ、Ｓｍ、Ｇｄ
、及びＹｂなどが挙げられる。また、還元性有機化合物としては、例えば、含窒素化合物
、含硫黄化合物、含リン化合物などが挙げられる。
　これらの電子供与性ドーパントは、１種を単独で用いてもよいし、２種以上を用いても
よい。
　前記電子供与性ドーパントの含有量は、特に制限はなく、材料の種類に応じて異なるが
、電子輸送層材料に対して０．１質量％～９９質量％であることが好ましく、１．０質量
％～８０質量％であることがより好ましく、２．０質量％～７０質量％であることが更に
好ましい。
【００７８】
　前記電子注入層、前記電子輸送層は、上述した材料の１種又は２種以上からなる単層構
造であってもよいし、同一組成又は異種組成の複数層からなる多層構造であってもよい。
【００７９】
－－正孔ブロック層、電子ブロック層－－
　前記正孔ブロック層は、陽極側から発光層に輸送された正孔が陰極側に通り抜けること
を防止する機能を有する層であり、通常、発光層と陰極側で隣接する有機化合物層として
設けられる。
　一方、前記電子ブロック層は、陰極側から発光層に輸送された電子が陽極側に通り抜け
ることを防止する機能を有する層であり、通常、発光層と陽極側で隣接する有機化合物層
として設けられる。
　前記正孔ブロック層を構成する化合物の例としては、ＢＡｌｑ等のアルミニウム錯体、
トリアゾール誘導体、ＢＣＰ等のフェナントロリン誘導体、などが挙げられる。電子ブロ
ック層を構成する化合物の例としては、例えば前述の正孔輸送材料として挙げたものが利
用できる。
　前記正孔ブロック層及び電子ブロック層の厚みは、１ｎｍ～５００ｎｍであることが好
ましく、５ｎｍ～２００ｎｍであることがより好ましく、１０ｎｍ～１００ｎｍであるこ
とが更に好ましい。また、正孔ブロック層及び電子ブロック層は、上述した材料の１種又
は２種以上からなる単層構造であってもよいし、同一組成又は異種組成の複数層からなる
多層構造であってもよい。
【００８０】
－－電極－－
　前記有機電界発光素子は、一対の電極、即ち陽極と陰極とを含む。有機電界発光素子の
性質上、陽極及び陰極のうち少なくとも一方の電極は透明であることが好ましい。
　通常、陽極は有機化合物層に正孔を供給する電極としての機能を有していればよく、陰
極は有機化合物層に電子を注入する電極としての機能を有していればよい。その形状、構
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造、大きさ等については特に制限はなく、発光素子の用途、目的に応じて、公知の電極材
料の中から適宜選択することができる。電極を構成する材料としては、例えば、金属、合
金、金属酸化物、導電性化合物、又はこれらの混合物等が好適に挙げられる。
【００８１】
　前記電極としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、その陽極
、陰極において、前記反射金属層、前記半透明部材としての半透明金属を構成することが
好ましい。
【００８２】
　前記陽極を構成する材料の具体例としては、例えば、アンチモンやフッ素等をドープし
た酸化錫（ＡＴＯ、ＦＴＯ）、酸化錫、酸化亜鉛、酸化インジウム、酸化インジウム錫（
ＩＴＯ）、酸化亜鉛インジウム（ＩＺＯ）等の導電性金属酸化物、金、銀、クロム、ニッ
ケル等の金属、更にこれらの金属と導電性金属酸化物との混合物又は積層物、ヨウ化銅、
硫化銅などの無機導電性物質、ポリアニリン、ポリチオフェン、ポリピロールなどの有機
導電性材料、又はこれらとＩＴＯとの積層物などが挙げられる。これらの中でも、導電性
金属酸化物が好ましく、生産性、高導電性、透明性等の点からＩＴＯが特に好ましい。
【００８３】
　前記陰極を構成する材料としては、例えばアルカリ金属（例えば、Ｌｉ、Ｎａ、Ｋ、Ｃ
ｓ等）、アルカリ土類金属（例えばＭｇ、Ｃａ等）、金、銀、鉛、アルミニウム、ナトリ
ウム－カリウム合金、リチウム－アルミニウム合金、マグネシウム－銀合金、インジウム
、及びイッテルビウム等の希土類金属などが挙げられる。これらは、１種単独で使用して
もよいが、安定性と電子注入性とを両立させる観点からは、２種以上を好適に併用するこ
とができる。これらの中でも、電子注入性の点で、アルカリ金属やアルカリ土類金属が好
ましく、保存安定性に優れる点で、アルミニウムを主体とする材料が特に好ましい。前記
アルミニウムを主体とする材料とは、アルミニウム単独、アルミニウムと０．０１質量％
～１０質量％のアルカリ金属又はアルカリ土類金属との合金若しくはこれらの混合物（例
えば、リチウム－アルミニウム合金、マグネシウム－アルミニウム合金など）をいう。
【００８４】
　前記電極の形成方法については、特に制限はなく、公知の方法に従って行うことができ
る。例えば印刷方式、コーティング方式等の湿式方式、真空蒸着法、スパッタリング法等
の物理的方式、ＣＶＤ、プラズマＣＶＤ法等の化学的方式などの中から、前記電極を構成
する材料との適性を考慮し、適宜選択した方法に従って前記基板上に形成することができ
る。例えば、陽極の材料としてＩＴＯを選択する場合には、直流又は高周波スパッタ法、
真空蒸着法等に従って形成することができる。陰極の材料として金属等を選択する場合に
は、その１種又は２種以上を同時又は順次にスパッタ法等に従って形成することができる
。
【００８５】
　なお、前記電極を形成する際にパターニングを行う場合には、フォトリソグラフィーな
どによる化学的エッチングによって行ってもよいし、レーザーなどによる物理的エッチン
グによって行ってもよく、また、マスクを重ねて真空蒸着法やスパッタ法等を行ってもよ
いし、リフトオフ法や印刷法によって行ってもよい。
【００８６】
－基板－
　前記基板としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えばイ
ットリア安定化ジルコニア（ＹＳＺ）、ガラス（無アルカリガラス、ソーダライムガラス
等）等の無機材料、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンフタレート、ポリエチレ
ンナフタレート等のポリエステル、ポリスチレン、ポリカーボネート、ポリエーテルスル
ホン、ポリアリレート、ポリイミド、ポリシクロオレフィン、ノルボルネン樹脂、ポリ（
クロロトリフルオロエチレン）等の有機材料からなる基板が挙げられる。
【００８７】
　前記基板の形状、構造、大きさ等については、特に制限はなく、発光素子の用途、目的
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等に応じて適宜選択することができる。前記基板の形状としては、板状であることが好ま
しい。前記基板の構造としては、単層構造であってもよいし、積層構造であってもよく、
また、単一部材で形成されていてもよいし、２つ以上の部材で形成されていてもよい。前
記基板は透明でも不透明でもよく、透明な場合は無色透明でも有色透明でもよい。
【００８８】
　前記基板には、その表面又は裏面に透湿防止層（ガスバリア層）を設けることができる
。透湿防止層（ガスバリア層）の材料としては、窒化珪素、酸化珪素等の無機物が好適に
用いられる。透湿防止層（ガスバリア層）は、例えば、高周波スパッタリング法などによ
り形成することができる。
【００８９】
－－保護層－－
　本発明において、前記有機電界発光素子全体は保護層によって保護されていてもよい。
保護層に含まれる材料としては、水分や酸素等の素子劣化を促進するものが素子内に入る
ことを抑止する機能を有しているものであればよい。
　その具体例としては、Ｉｎ、Ｓｎ、Ｐｂ、Ａｕ、Ｃｕ、Ａｇ、Ａｌ、Ｔｉ、Ｎｉ等の金
属、ＭｇＯ、ＳｉＯ、ＳｉＯ２、Ａｌ２Ｏ３、ＧｅＯ、ＮｉＯ、ＣａＯ、ＢａＯ、Ｆｅ２

Ｏ３、Ｙ２Ｏ３、ＴｉＯ２等の金属酸化物、ＳｉＮｘ、ＳｉＮｘＯｙ等の金属窒化物、Ｍ
ｇＦ２、ＬｉＦ、ＡｌＦ３、ＣａＦ２等の金属フッ化物、ポリエチレン、ポリプロピレン
、ポリメチルメタクリレート、ポリイミド、ポリウレア、ポリテトラフルオロエチレン、
ポリクロロトリフルオロエチレン、ポリジクロロジフルオロエチレン、クロロトリフルオ
ロエチレンとジクロロジフルオロエチレンとの共重合体、テトラフルオロエチレンと少な
くとも１種のコモノマーとを含むモノマー混合物を共重合させて得られる共重合体、共重
合主鎖に環状構造を有する含フッ素共重合体、吸水率１％以上の吸水性物質、吸水率０．
１％以下の防湿性物質等が挙げられる。
【００９０】
　前記保護層の形成方法については、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することが
でき、例えば真空蒸着法、スパッタリング法、反応性スパッタリング法、ＭＢＥ（分子線
エピタキシ）法、クラスターイオンビーム法、イオンプレーティング法、プラズマ重合法
（高周波励起イオンプレーティング法）、プラズマＣＶＤ法、レーザーＣＶＤ法、熱ＣＶ
Ｄ法、ガスソースＣＶＤ法、コーティング法、印刷法、転写法などが挙げられる。
【００９１】
－－封止－－
　前記有機電界発光素子は、封止容器を用いて素子全体が封止されていてもよい。更に、
封止容器と発光素子の間の空間に水分吸収剤又は不活性液体を封入してもよい。前記水分
吸収剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、酸化
バリウム、酸化ナトリウム、酸化カリウム、酸化カルシウム、硫酸ナトリウム、硫酸カル
シウム、硫酸マグネシウム、五酸化燐、塩化カルシウム、塩化マグネシウム、塩化銅、フ
ッ化セシウム、フッ化ニオブ、臭化カルシウム、臭化バナジウム、モレキュラーシーブ、
ゼオライト、酸化マグネシウムなどが挙げられる。
　前記不活性液体としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例
えばパラフィン類、流動パラフィン類、パーフルオロアルカン、パーフルオロアミン、パ
ーフルオロエーテル等のフッ素系溶剤、塩素系溶剤、シリコーンオイル類などが挙げられ
る。
【００９２】
　また、下記に示す樹脂封止層にて封止する方法も好適に用いられる。
－－－樹脂封止層－－－
　前記有機電界発光素子は、大気からの酸素や水分による素子性能劣化を樹脂封止層によ
り抑制することが好ましい。
　前記樹脂封止層の樹脂素材としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択すること
ができ、例えばアクリル樹脂、エポキシ樹脂、フッ素系樹脂、シリコン系樹脂、ゴム系樹
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脂、エステル系樹脂などが挙げられる。これらの中でも、水分防止機能の点からエポキシ
樹脂が好ましく、エポキシ樹脂の中でも熱硬化型エポキシ樹脂、又は光硬化型エポキシ樹
脂が特に好ましい。
　前記樹脂封止層の作製方法としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択すること
ができ、例えば、樹脂溶液を塗布する方法、樹脂シートを圧着又は熱圧着する方法、蒸着
やスパッタリング等により乾式重合する方法などが挙げられる。
【００９３】
－－－封止接着剤－－－
　前記封止接着剤は、端部よりの水分や酸素の侵入を防止する機能を有する。封止接着剤
の材料としては、前記樹脂封止層で用いる材料と同じものを用いることができる。これら
の中でも、水分防止の点からエポキシ系の接着剤が好ましく、光硬化型接着剤あるいは熱
硬化型接着剤が特に好ましい。
　また、前記材料にフィラーを添加することも好ましい。封止剤に添加されているフィラ
ーとしては、ＳｉＯ２、ＳｉＯ（酸化ケイ素）、ＳｉＯＮ（酸窒化ケイ素）、ＳｉＮ（窒
化ケイ素）等の無機材料が好ましい。フィラーの添加により、封止剤の粘度が上昇し、加
工適正が向上し、及び耐湿性が向上する。
　前記封止接着剤は、乾燥剤を含有してもよい。前記乾燥剤としては、例えば酸化バリウ
ム、酸化カルシウム、又は酸化ストロンチウムが好ましい。前記封止接着剤に対する乾燥
剤の添加量は、０．０１質量％以上２０質量％以下であることが好ましく、０．０５質量
％以上１５質量％以下であることがより好ましい。これよりも少ないと、乾燥剤の添加効
果が薄れることになる。またこれよりも多い場合には封止接着剤中に乾燥剤を均一分散さ
せることが困難になり好ましくない。
　本発明においては、前記乾燥剤の入った封止接着剤をディスペンサー等により任意量塗
布し、塗布後基板を重ねて、硬化させることにより封止することができる。
【００９４】
　ここで、本発明の有機電界発光装置の好適な実施形態について、図面を参照して説明す
る。
【００９５】
－第１の実施形態－
　前記第１の実施形態の有機電界発光装置の一例について図１０を用いて説明する。有機
電界発光装置１００は、トップエミッション方式の有機電界発光装置である。
　この有機電界発光装置１００は、基板１上に、赤色、緑色、及び青色の各画素領域にお
いて、反射金属層２を有している。
　赤色の画素領域においては、反射金属層２を被覆するように有機材料からなる第１の光
路長調整層３、５が配され、該第１の光路長調整層５上に無機材料からなる第２の光路長
調整層１１を配し、透明導電膜６と有機発光層７と介して、反射金属層２に対向する半透
明部材８が配されている。該赤色の画素領域においては、光路長が第１の光路長調整層３
、５及び第２の光路長調整層１１により調整され、反射金属層２と半透明部材８との間に
第１の光路長調整層３、５及び第２の光路長調整層１１と透明導電膜６と有機発光層７と
を有する光路長ｄ３が形成される。
　緑色の画素領域においては、反射金属層２を被覆するように第１の光路長調整層３が配
され、該第１の光路長調整層３上に第２の光路長調整層１１を配し、透明導電膜６と有機
発光層７とを介して、反射金属層２に対向する半透明部材８が配されている。該緑色の画
素領域においては、光路が第１の光路長調整層３及び第２の光路長調整層１１により調整
され、反射金属層２と半透明部材８との間に第１の光路長調整層３及び第２の光路長調整
層１１と透明導電膜６と有機発光層７とを有する光路長ｄ２が形成される。
　青色の画素領域においては、反射金属層２を被覆するように第２の光路長調整層１１が
配され、透明導電膜６と有機発光層７とを介して、反射金属層２に対向する半透明部材８
が配されている。該青色の画素領域においては、反射金属層２と半透明部材８との間に第
２の光路長調整層１１と透明導電膜６と有機発光層７とを有する光路長ｄ１が形成される
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。
【００９６】
　このようにして形成される有機電界発光装置１００は、有機発光層７から出射される光
が、反射金属層２と半透明部材８との間で共振され、光路長ｄ１、ｄ２、ｄ３に応じた波
長の光が強められ、それぞれ青色、緑色、及び赤色の光として半透明部材８側から取り出
される。
　また、第２の光路長調整層１１はパッシベーション層としても機能し、有機材料からな
る第１の光路長調整層由来、及び外部からの水分の浸入を防ぎ、耐久性を向上させること
ができる。
【００９７】
－第２の実施形態－
　前記第２の実施形態の有機電界発光装置の他の一例について図１１を用いて説明する。
この有機電界発光装置２００は、トップエミッション方式の有機電界発光装置である。
　該有機電界発光装置２００では、赤色の画素領域において、反射金属層２を被覆するよ
うに有機材料からなる第１の光路長調整層３が配され、該第１の光路長調整層３上に無機
材料からなる第２の光路長調整層１１を配し、透明導電膜６と有機発光層７とを介して、
反射金属層２に対向する半透明部材８が配されている。該赤色の画素領域においては、光
路が第１の光路長調整層３及び第２の光路長調整層１１により調整され、反射金属層２と
半透明部材８との間に第１の光路長調整層３と第２の光路長調整層１１と透明導電膜６と
有機発光層７とを有する光路長ｄ３が形成される。
　緑色の画素領域においては、反射金属層２を被覆するように無機材料からなる第２の光
路長調整層１１が配され、透明導電膜６と有機発光層７とを介して、反射金属層２に対向
する半透明部材８が配されている。該緑色の画素領域においては、反射金属層２と半透明
部材８との間に第２の光路長調整層１１と透明導電膜６と有機発光層７とを有する光路長
ｄ２が形成される。
　青色の画素領域においては、反射金属層２を被覆するように無機材料からなる第２の光
路長調整層１１が配され、有機発光層７を介して、反射金属層２に対向する半透明部材８
が配されている。該青色の画素領域においては、反射金属層２と半透明部材８との間に第
２の光路長調整層１１と有機発光層７と有する光路長ｄ１が形成される。
　該青色の領域において、基板１上に配される反射金属層２は、電極材料で形成され、透
明導電膜６と同様の電極作用を奏するように構成されている。
　前記第２の実施形態において、その他の点については、第１の実施形態と共通するため
、説明を省略する。
　また、第２の光路長調整層１１はパッシベーション層としても機能し、有機材料からな
る第１の光路長調整層由来、及び外部からの水分の浸入を防ぎ、耐久性を向上させること
ができる。
【００９８】
－第３の実施形態－
　前記第３の実施形態の有機電界発光装置の一例について図１２を用いて説明する。この
有機電界発光装置３００は、ボトムエミッション方式の有機電界発光装置である。
　この有機電界発光装置３００では、基板１上に、赤色、緑色、及び青色の各画素領域に
おいて、半透明部材８を有している。
　赤色の画素領域においては、半透明部材８を被覆するように有機材料からなる第１の光
路長調整層３、５が配され、該第１の光路長調整層５上に無機材料からなる第２の光路長
調整層１１を配し、透明導電膜６と有機発光層７と介して、半透明部材８に対向する反射
金属層２が配されている。該赤色の画素領域においては、光路長が第１の光路長調整層３
、５及び第２の光路長調整層１１により調整され、半透明部材８と反射金属層２との間に
第１の光路長調整層３、５と第２の光路長調整層１１と透明導電膜６と有機発光層７とを
有する光路長ｄ３が形成される。
　緑色の画素領域においては、半透明部材８を被覆するように有機材料からなる第１の光
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路長調整層３が配され、該第１の光路長調整層３上に無機材料からなる第２の光路長調整
層１１を配し、透明導電膜６と有機発光層７とを介して、半透明部材８に対向する反射金
属層２が配されている。該緑色の画素領域においては、光路が第１の光路長調整層３及び
第２の光路長調整層１１により調整され、半透明部材８と反射金属層２との間に第１の光
路長調整層３と第２の光路長調整層１１と透明導電膜６と有機発光層７とを有する光路長
ｄ２が形成される。
　青色の画素領域においては、半透明部材８を被覆するように無機材料からなる第２の光
路長調整層１１が配され、透明導電膜６と有機発光層７とを介して、半透明部材８に対向
する反射金属層２が配されている。該青色の画素領域においては、半透明部材８と反射金
属層２との間に第２の光路長調整層１１と透明導電膜６と有機発光層７とを有する光路長
ｄ１が形成される。
　前記第３の実施形態において、その他の点については、第１の実施形態と共通するため
、説明を省略する。
　また、第２の光路長調整層１１はパッシベーション層としても機能し、有機材料からな
る第１の光路長調整層由来、及び外部からの水分の浸入を防ぎ、耐久性を向上させること
ができる。
【００９９】
（有機電界発光装置の製造方法）
　本発明の有機電界発光装置の製造方法は、光透過性樹脂材料成膜工程と、光透過性樹脂
層形成工程と、第１の光路長調整層形成工程と、第２の光路長調整層形成工程とを含み、
更に必要に応じてその他の工程を含んでなる。
【０１００】
＜光透過性樹脂材料成膜工程＞
　前記光透過性樹脂材料成膜工程は、赤色、緑色、及び青色に対応する複数の画素領域の
うち、少なくとも一の画素領域に反射金属層及び半透明部材を配設可能な基板上に、光透
過性樹脂材料を成膜する工程である。
【０１０１】
－成膜－
　前記光透過性樹脂の成膜方法としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択するこ
とができ、例えば、気相成膜法、塗布成膜法などが挙げられるが、製造プロセスの簡易化
の観点からは、気相成膜方法が好ましい。
【０１０２】
　前記気相成膜方法としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができる
が、例えば、フラッシュ蒸着法、スプレーコート法などが好ましい。
　前記塗布成膜法として、前記光透過性樹脂材料を溶剤に溶かし、スピンコート法などで
成膜してもよいが、この場合、パネルの構造（例えば、基板上に配されるＴＦＴ回路素子
等）の平坦性による影響を受け、膜厚の制御が困難な場合があり、所望の光路長差を得ら
れないことがある。
　一方、前記気相成膜方法によれば、パネルの構造の平坦性による影響を受けずに光透過
性樹脂材料を成膜することができる。
【０１０３】
　前記フラッシュ蒸着法による成膜条件としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選
択することができ、例えば、モノマーの加熱温度としては、１００℃～２００℃、また、
真空度としては、1×１０-２Ｐａ～１０Ｐａ程度が好ましい。
【０１０４】
＜光透過性樹脂層形成工程＞
　前記光透過性樹脂層形成工程は、前記成膜された光透過性樹脂材料のうち、前記一の画
素領域を含む領域を硬化反応させ、光透過性樹脂層を形成する工程である。
【０１０５】
－硬化反応－
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　前記光透過性樹脂を硬化させる反応としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択
することができ、加熱重合、光（紫外線、可視光線）重合、電子ビーム重合、プラズマ重
合、あるいはこれらの組み合わせを挙げることができる。
　これらの中でも、光重合開始剤の存在下で露光して、ラジカル重合性モノマーをラジカ
ル重合させて行うことが好ましい。
【０１０６】
　前記光重合において、照射する光としては、通常、高圧水銀灯若しくは低圧水銀灯によ
る紫外線である。
　前記照射エネルギーとしては、０．５Ｊ／ｃｍ２以上が好ましく、２Ｊ／ｃｍ２以上が
より好ましい。
　前記ラジカル重合性モノマーとして、アクリル酸エステル、メタクリル酸エステルを用
いる場合、アクリル酸エステル、メタクリル酸エステルは、空気中の酸素によって重合阻
害を受けるため、重合時の酸素濃度もしくは酸素分圧を低くすることが好ましい。
　このような方法としては不活性ガス置換法（窒素置換法、アルゴン置換法など）、減圧
法が挙げられる。このうち、減圧硬化法はモノマー中の溶存酸素濃度を低下させる効果を
有するため、より好ましい。
　前記窒素置換法によって重合時の酸素濃度を低下させる場合、酸素濃度は２％以下が好
ましく、０．５％以下がより好ましい。減圧法により重合時の酸素分圧を低下させる場合
、全圧が１，０００Ｐａ以下であることが好ましく、１００Ｐａ以下であることがより好
ましい。
　また、１００Ｐａ以下の減圧条件下で、２Ｊ／ｃｍ２以上のエネルギーを照射して紫外
線重合を行うのが特に好ましい。
　フラッシュ蒸着法で形成した前記ラジカル重合性モノマー被膜を、減圧条件下、２Ｊ／
ｃｍ２以上のエネルギーを照射して紫外線重合を行うのが最も好ましい。このような方法
を取ることで、重合率を高めることができ、硬度の高い有機層を得ることができる。前記
ラジカル重合性モノマーの重合は、前記モノマーの混合物を蒸着により目的の場所に配置
した後に行うことが好ましい。
【０１０７】
　前記ラジカル重合性モノマーの重合率としては、８５％以上であることが好ましく、８
８％以上であることがより好ましく、９０％以上であることが更により好ましく、９２％
以上であることが特に好ましい。ここでいう重合率とは、モノマーの混合物中の全ての重
合性基（アクリロイル基及びメタクリロイル基）のうち、反応した重合性基の比率を意味
する。前記重合率は、赤色外線吸収法によって定量することができる。
【０１０８】
－－光重合開始剤－－
　前記重合開始剤としては、光を照射したときにラジカルを発生する化合物であれば、特
に制限はないが、気相成膜法が好ましい。特にフラッシュ蒸着法で成膜する場合は、融点
が３０℃以下である重合開始剤であるか、１気圧３０℃で液状であるものが好ましい。こ
こで、融点とは、固体状態から液体状態に変化する温度をいう。また、液状とは、１気圧
３０℃において重合開始剤を入れた容器を傾けた時に流動性を示すことをいう。
　前記重合開始剤は、１種単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。例えば、２
種併用することにより、液状となる光重合開始剤も好ましく用いることができる。
　このような光重合開始剤は、実際に、有機層を真空蒸着する際に、液体状態となるため
、少ない量の光重合開始剤で、前記ラジカル重合性モノマーを良好に硬化させることがで
きる。
　このように安定した光透過性樹脂層は、残存するラジカル重合性モノマー由来のガスが
放出されにくくなり、隣接層へのダメージを低減させることができる。
　本発明では、前記光透過性樹脂（後述する光路長調整層）における前記ラジカル残存重
合性モノマーの量が、１×１０－２ｇ／ｍ２以下であることが好ましく、１×１０－4ｇ
／ｍ２以下であることがより好ましい。
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　前記光重合開始剤の分子量としては、１７０以上であることが好ましく、１９０以上で
あることがより好ましい。このような分子量であると、前記光重合開始剤が揮発しにくく
なり、更に、安定に硬化した光透過性樹脂層が得られやすくなる。なお、前記光重合開始
剤の分子量の上限としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが
、通常、１，０００以下であることが好ましい。
【０１１０】
　前記重合開始剤の含有量としては、前記光透過性樹脂層を形成する組成物としての前記
光透過性樹脂材料において、１０質量％以下が好ましく、５質量％以下がより好ましく、
２質量％以下が更により好ましく、１質量％以下が特に好ましい。
　前記気相成膜法により前記光透過性樹脂材料を成膜する場合には、該光透過性樹脂材料
を溶剤に溶かして塗布し形成する場合よりも、前記光重合開始剤の添加量を少なくしても
、前記ラジカル重合性モノマーを十分に反応させることができるので、光重合開始剤の添
加量を減らすことができる。
　また、前記光重合開始剤の添加量を減らすことにより、前記光透過性樹脂層（光路長調
整層）に残存する前記光重合開始剤の量も少なくでき、より光重合開始剤由来のガスの発
生を低減でき、隣接する層へのダメージを低減できる。
【０１１１】
　前記光重合開始剤としては、特に制限はないが、気相成膜法を用いる場合、下記一般式
（４）で表される化合物、及び下記一般式（５）で表される化合物のいずれかを含む化合
物が好ましい。
【０１１２】
【化２１】

　ただし、前記一般式（４）中、Ｒ１は、炭素数１～１８の置換又は無置換のアルキル基
、炭素数１～１８の置換又は無置換のアリール基、カルボニル基、及びこれらの基が複数
個結合した置換基のいずれかを表し、Ｒ２は、炭素数１～１８の置換又は無置換のアルキ
ル基、炭素数１～１８の置換又は無置換のアリール基、アミノ基、アルコキシ基、アシル
基、アルコキシカルボニル基、アルキルチオ基、アリールチオ基、ヒドロキシ基、ハロゲ
ン原子、シアノ基を表す。ｎ１は、０～５の整数を表し、ｎ１が２以上の場合において、
各繰り返し単位におけるＲ2は、同一であっても異なっていてもよい。
　ここで、Ｒ１は、炭素数１～１８の置換又は無置換のアルキル基、及び炭素数１～１８
の置換又は無置換のアリール基のいずれかが好ましく、Ｒ２は、炭素数１～１８の置換又
は無置換のアルキル基が好ましい。Ｒ１が炭素数１～１８の置換アルキル基の場合は、カ
ルボニル基に連結する炭素が、アルコキシ基、ヒドロキシル基、アミノ基で置換されてい
ることが好ましい。ｎ１は、０～３が好ましい。
　このような化合物としては、市販品を用いることができ、該市販品としては、例えば、
ダロキュア１１７３（チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製）などが挙げられる。
【０１１３】
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【化２２】

　ただし、前記一般式（５）中、Ｒ３は、炭素数１～１８の置換又は無置換のアルキル基
、炭素数１～１８の置換又は無置換のアリール基、アミノ基、アルコキシ基、アシル基、
アルコキシカルボニル基、アルキルチオ基、アリールチオ基、ヒドロキシ基、ハロゲン原
子、シアノ基のいずれかを表し、Ｒ４は、炭素数１～１８の置換又は無置換のアルキル基
、炭素数１～１８の置換又は無置換のアリール基、アミノ基、アルコキシ基、アシル基、
アルコキシカルボニル基、アルキルチオ基、アリールチオ基、ヒドロキシ基、ハロゲン原
子、シアノ基を表す。ｎ２及びｎ３は、それぞれ、０～５の整数を表すが、ｎ２及びｎ３
のいずれもが０になることはない。ｎ２が２以上の場合において、各繰り返し単位におけ
るＲ３は、同一であっても異なっていてもよく、ｎ３が２以上のとき、各繰り返し単位に
おけるＲ４は、同一でも異なっていてもよい。
　Ｒ３は、炭素数１～１８の置換又は無置換のアルキル基であることが好ましく、Ｒ４は
、炭素数１～１８の置換又は無置換のアルキル基が好ましい。ｎ２は、０～３であること
が好ましく、ｎ３は、０～３であることが好ましい。
　このような化合物としては、２－メチルベンゾフェノンなどが挙げられ、例えば、エザ
キュアＴＺＴ（ランベルティ社製）等の市販品を採用できる。
【０１１４】
＜第１の光路長調整層形成工程＞
　前記第１の光路長調整層形成工程は、前記硬化反応後の光透過性樹脂層を現像し、第１
の光路長調整層を形成する工程である。
【０１１５】
－現像－
　前記現像の方法としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例
えば、イソプロピルアルコール、アセトン、トルエン等の有機溶剤を用いた超音波現像が
挙げられる。
【０１１６】
　本発明の有機電界発光装置においては、赤色、緑色、及び青色の少なくとも一つの画素
領域において、前記第１の光路長調整層及び第２の光路長調整層が内部に導入され、共振
構造を有してなる。
【０１１７】
　前記第１の光路長調整層は、前記基板上に配される前記反射金属層又は前記半透明部材
の上面に直接配されてよいが、第１の光路長調整層を平坦に配する観点からは、前記反射
金属層又は前記半透明部材の上面に、該上面形状を平坦化させる平坦化膜を配し、該平坦
化膜上に配されることしてもよい。
　前記平坦化膜としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、
前記光透過性樹脂材料と同じ光透過性樹脂材料で形成されることが好ましい。
【０１１８】
＜第２の光路長調整層形成工程＞
　前記第２の光路長調整層形成工程は、前記第１の光路長調整層と前記一の画素領域を構
成する有機電界発光素子との間に無機材料からなる第２の光路長調整層を形成する工程で
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ある。
【０１１９】
　前記第２の光路長調整層は、前記第１の光路長調整層上、前記反射金属層上、又は前記
半透明部材上に形成され、パターンは形成されず、ベタ（連続）に形成することが製造効
率を上げる点で好ましい。
　前記第２の光路長調整層は、スパッタ法及び蒸着法のいずれかで形成されることが、薄
膜を均一に積層できる点で好ましい。
【０１２０】
＜その他の工程＞
　前記その他の工程としては、例えば有機電界発光素子を作製する工程などが挙げられる
。
【０１２１】
　ここで、本発明の有機電界発光装置の製造方法の製造プロセスについて、図１～図９に
示す概略図を用いて説明する。なお、図中の符号３及び５のそれぞれについては、同材料
からなるため、光透過性樹脂材料、光透過性樹脂層、第１の光路長調整層のいずれかを示
すようにしている。
【０１２２】
　まず、基板１上に、赤色、緑色、及び青色に対応する複数の画素に対応して、反射金属
層２を配する（図１参照）。
　次いで、フラッシュ蒸着法により、反射金属層２が配された基板上に対して、光透過性
樹脂材料３を成膜する（光透過性樹脂材料成膜工程、図２参照）。
　こうして基板１上に、反射金属層２と光透過性樹脂材料３とが配された状態で、部分的
に遮光可能とするマスク４で覆い、光Ｌを照射して、一つの画素領域と該画素に隣接する
画素領域における光透過性樹脂材料２を選択的に露光し硬化させ、光透過性樹脂層３を形
成する（光透過性樹脂層形成工程、図３参照）。
　これを現像して、光透過性樹脂層３から、露光した部分以外の箇所を取り除き、第１段
目の第１の光路長調整層３を形成する（第１の光路長調整層形成工程、図４参照）。
【０１２３】
　次に、多段の光路長を形成するために、フラッシュ蒸着法により、光透過性樹脂材料５
を蒸着させる（光透過性樹脂材料成膜工程、図５参照）。この状態において、先の工程で
、反射金属層２と第１の光路長調整層３とが配された画素領域においては、光透過性樹脂
材料５が第１の光路長調整層３に重ねて蒸着され、第１の光路長調整層３が配されていな
い他の画素領域との間で、光路長差が形成される。
　こうして基板１上に、反射金属層２と第１の光路長調整層３と光透過性樹脂材料５とが
配された状態で、部分的に遮光可能とするマスク４で覆い、第１の光路長調整層３と光透
過性樹脂材料５が重ねて蒸着された２つの画素領域のうち、一つの画素領域に対して、光
を照射して露光し硬化させ、第２段目の第１の光透過性樹脂層５を形成する（光透過性樹
脂層形成工程、図６参照）。
　これを現像して、第１の光透過性樹脂層５から露光した部分以外の箇所を取り除き、一
つの画素領域に第１の光路長調整層５を形成する（第１の光路長調整層形成工程、図７参
照）。この段階で、一つの画素領域において、第１の光路長調整層３、５が重ねて配され
、該画素領域に隣接する画素領域において、第１の光路長調整層３が配されることとなる
。
【０１２４】
　次に、前記第１段目の第１の光路長調整層３、第２段目の第１の光路長調整層５、及び
反射金属層２の上面に、無機材料からなる第２の光路長調整層１１をベタで形成する
（第２の光路長調整層形成工程、図８参照）
　次に、第１の光路長調整層３、５、及び第２の光路長調整層１１が配された画素領域に
おいて、第１の光路長調整層５上に、透明導電膜６を配する。同時に、第１の光路長調整
層３が配された画素領域において、第１の光路長調整層３上に、透明導電膜６を配し、第
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２の光路長調整層１１が配された画素領域において、第２の光路長調整層１１上に透明導
電膜６を配する（図９参照）。
　次いで、透明導電膜６が配された３つの画素領域のそれぞれにおいて、透明導電膜６上
に、有機発光層７と半透明部材８とをこの順で積層し、有機電界発光装置１００を製造す
る（図１０参照）。
　このようにして製造される有機電界発光装置１００においては、有機発光層７から出射
された光が、第１の光路長調整層３、５及び第２の光路長調整層１１により調整された光
路長ｄ１、ｄ２、ｄ３に対応して、それぞれ青色、緑色、赤色に対応する波長の光として
半透明部材８から取り出される。
　即ち、有機発光層７から出射された光は、光路長がｄ１、ｄ２、ｄ３からなる半透明部
材８と反射金属層２との間で共振されることにより、各光路長に応じた青色、緑色、及び
赤色の波長の光が強められることにより、青色、緑色、及び赤色の光として有機電界発光
装置１００から取り出すことを可能とされる。
【０１２５】
　そして、本発明の有機電界発光装置１００の前記製造プロセスによれば、光路長差の形
成に、レジスト層の形成、レジスト層をマスクとしたエッチング処理、レジスト層の剥離
といった工程が不要であることから、従来の製造プロセスに比べて、製造プロセスを大幅
に簡易化することができる。
【０１２６】
（有機電界発光ディスプレイ）
　本発明の有機電界発光ディスプレイは、本発明の前記有機電界発光装置を有してなり、
必要に応じて、その他の構成を適用することができる。
　前記有機電界発光ディスプレイとしては、第１の光路長調整層が光透過性樹脂材料によ
り形成され、発光表示部がフレキシブル性を有するため、応力による割れなどが生じにく
く、フレキシブルディスプレイとして用いることができる。
　また、無機材料からなる第２の光路長調整層はパッシベーション層としても機能し、有
機材料からなる第１の光路長調整層由来、及び外部からの水分の浸入を防ぎ、耐久性を向
上させることができる。
　また、前記その他の構成としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することが
でき、ディスプレイに必要な事項として、公知の手段すべてを適用することができる。
【実施例】
【０１２７】
　以下、本発明の実施例を説明するが、本発明は、これらの実施例に何ら限定されるもの
ではない。
【０１２８】
（実施例１）
－有機電界発光装置及び有機電界発光ディスプレイの作製－
　基板上に真空蒸着法によりアルミニウムを厚み１００ｎｍに成膜し、フォトリソグラフ
ィー法にて反射電極層（反射金属層）を形成した。
　次に、反射電極層が形成された基板上にフラッシュ蒸着法にて、光透過性樹脂材料（ラ
ジカル重合性モノマー、商品名：１，１０－デカンジオールジメタアクリレート、新中村
化学工業株式会社製）を厚み４５ｎｍに成膜した（光透過性樹脂材料成膜工程）。
　次に、露光装置（装置名：ＫＰ３６４Ｎ２、大日本スクリーン株式会社製）により、一
の画素領域をマスクを用いた選択的な露光を行い、光透過性樹脂層を形成した（光透過性
樹脂層形成工程）。
　次に、２－プロパノールにて現像を行い、厚み４５ｎｍの第１段目の第１の光路長調整
層を作製した（第１の光路長調整層形成工程）。
【０１２９】
　前記一の画素領域に隣接する画素領域における光路長段差を形成するため、再度、前記
光透過性樹脂材料を厚み４０ｎｍに成膜した（光透過性樹脂材料成膜工程）。



(38) JP 6012135 B2 2016.10.25

10

20

30

40

50

　次に、前記一の画素領域及び隣接する画素領域における光透過性樹脂材料に、前記と同
様の選択的な露光を行い、光透過性樹脂層を形成した（光透過性樹脂層形成工程）。
　次に、前記と同様に現像を行い、前記一の画素領域に対し、厚み４０ｎｍで第２段目の
第１の光路長調整層を作製し、該画素領域に隣接する画素領域に対し、同厚みの第２段目
の第１の光路長調整層を作製した（第１の光路長調整層形成工程）。
【０１３０】
　前記第１段目の第１の光路長調整層、第２段目の第１の光路長調整層、及び反射金属層
の上面に、ターゲットとしてホウ素ドープＳｉ、放電ガスとしてＡｒ、電源としてＤＣパ
ルス電源を用いてプラズマ放電させ、ＳｉＯ２の化学量論比になるようプラズマ発光をモ
ニターしながら反応ガスとしてのＯ２の流量を制御してＳｉＯ２を成膜し、前記第１段目
の第１の光路長調整層、第２段目の第１の光路長調整層、及び反射金属層の上面に、第２
の光路長調整層として厚み１０ｎｍのＳｉＯ２の膜をスパッタ法により作製した（第２の
光路長調整層形成工程）。
【０１３１】
　前記第２の光路長調整層の上面に透明電極（ＩＴＯ、ＩＺＯ等よりなる。ここではＩＴ
Ｏにより形成した）を各副画素毎に電気的に分離形成した。透明電極のパターニングはシ
ャドウマスクを用いた成膜製法を用いて行った。なお、該パターニングは、全面成膜して
フォトリソグラフィー法によるパターニングでもよい。
【０１３２】
　前記透明電極の上面に、真空成膜装置（装置名：ＣＭ４５７、トッキ株式会社製）を用
い、白色有機電界発光層（白色ＯＬＥＤ）を形成した。
　前記白色ＯＬＥＤの上面に、半透過部材として金属電極（アルミニウム）を真空成膜製
装置（装置名：ＣＭ４５７、トッキ株式会社製）で形成した。
【０１３３】
　次に、ＯＬＥＤ形成領域をガラス缶により封止し、各電極を外部の信号制御装置に接続
し、実施例１における有機電界発光装置を製造した。
【０１３４】
　前記有機電界発光装置を複数配置することで、実施例１における有機電界発光ディスプ
レイを作製した。
　作製された実施例１の有機電界発光ディスプレイの発光状態を確認したところ、高精細
なＲＧＢの発色を確認することができた。
【０１３５】
（実施例２）
－有機電界発光装置及び有機電界発光ディスプレイの作製－
　実施例１において、第２の光路長調整層形成工程で、厚み１０ｎｍのＳｉＯ２層を厚み
９ｎｍのＡｌ２Ｏ３層に変えた以外は、実施例１と同様にして、実施例２の有機電界発光
装置、及び有機電界発光ディスプレイを作製した。
　作製した有機電界発光ディスプレイの発光状態を確認したところ、高精細にＲＧＢの発
色を確認することができた。
【０１３６】
（実施例３）
－有機電界発光装置及び有機電界発光ディスプレイの作製－
　実施例１において、第２の光路長調整層形成工程で、厚み１０ｎｍのＳｉＯ２層を厚み
７ｎｍのＺｒＯ２層に変えた以外は、実施例１と同様にして、実施例３の有機電界発光装
置、及び有機電界発光ディスプレイを作製した。
　作製した有機電界発光ディスプレイの発光状態を確認したところ、高精細にＲＧＢの発
色を確認することができた。
【０１３７】
（実施例４）
－有機電界発光装置及び有機電界発光ディスプレイの作製－
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　実施例１において、第２の光路長調整層形成工程で、イオンプレーティング法により窒
素雰囲気下ＳｉＯを蒸着して、厚み９ｎｍのＳｉＯＮ層を成膜した以外は、実施例１と同
様にして、実施例４の有機電界発光装置、及び有機電界発光ディスプレイを作製した。
　作製した有機電界発光ディスプレイの発光状態を確認したところ、高精細にＲＧＢの発
色を確認することができた。
【０１３８】
（比較例１）
－有機電界発光装置及び有機電界発光ディスプレイの作製－
　実施例１において、第２の光路長調整層形成工程で、ＳｉＯ２層を形成しなかった以外
は、実施例１と同様にして、比較例１の有機電界発光装置、及び有機電界発光ディスプレ
イを作製した。
　作製された有機電界発光ディスプレイの発光状態を確認したところ、高精細にＲＧＢの
発色を確認することができた。
【０１３９】
＜耐久性の評価＞
　作製した各有機電界発光装置を、室温（２５℃）で３日間放置後、及び室温（２５℃）
で６０日間放置後に、１００個の画素内に欠陥(ＤＳ：ダークスポット)が発生している割
合を光学顕微鏡で観察した。
【０１４０】
【表１】

【産業上の利用可能性】
【０１４１】
　本発明の有機電界発光装置の製造方法は、簡易な製造プロセスを有する有機電界発光装
置の製造方法として、広く利用可能である。本発明の有機電界発光装置の製造方法により
製造された有機電界発光装置は、高耐久性であり、高精細なフルカラー表示が可能である
ため、携帯電話ディスプレイ、パーソナルデジタルアシスタント（ＰＤＡ）、コンピュー
タディスプレイ、自動車の情報ディスプレイ、ＴＶモニター、あるいは一般照明を含む広
い分野で幅広い分野で応用される。
【符号の説明】
【０１４２】
　　　１　　　　基板
　　　２　　　　反射金属層
　　　３、５　　　　第１の光路長調整層（光透過性樹脂材料、光透過性樹脂層）
　　　４　　　　マスク
　　　６　　　　透明導電膜（陽極）
　　　７　　　　有機発光層
　　　８　　　　半透明部材
　　　９　　　　陰極
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　　１０　　　　ＩＴＯ膜（光路長調整層）
　　１１　　　　第２の光路長調整層
　　２０　　　　レジスト層
　１００、２００、３００、４００　　　　有機電界発光装置
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